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は じ め に

　2024 年 1 月 1 日に発生した令和 6 年能登半島

地震では、最大震度 7 を記録し、石川県における

住宅被害は 11 万戸を超えた。避難生活の長期化

に伴い、2025 年 5 月 13 日時点で確認された死者

592 名のうち約 6 割にあたる 364 名が災害関連死

と報告されており 1）、避難生活における健康二次

被害の予防は喫緊の課題である。深部静脈血栓症

（deep vein thrombosis: DVT）は、いわゆるエコノ

ミークラス症候群として知られているが、災害時

には避難所生活に伴う水分摂取不足や活動性低

下、環境ストレス等が重なり、発症リスクが高ま

る 2）。本稿では、能登半島地震後に実施した

DVT 検診および避難所環境評価の概要を紹介す

るとともに、令和 7 年度より開始した金沢大学「防

災・復興人材特別プログラム」における災害医療

教育と人材育成を統合する実践的教材としての活

用について報告する。なお、本稿では講演内容の

概略と教育的側面に焦点を当てる。

I．令和 6 年能登半島地震における 

DVT 検診の概要

1．多職種チームの編成と活動

　金沢大学医薬保健研究域では、医師、看護師、

臨床検査技師、臨床検査技師資格を有する大学

院生、事務職員からなる多職種チームを編成し、

発災後早期の 2024 年 1 月から 3 月にかけて、
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石川県羽咋郡志賀町内の 11 避難所を巡回した。

1 日に複数の避難所を訪問し、問診および DVT

検診を行った。

2．検診方法

　検診は、①問診、②医師による診察、③弾性ス

トッキング装用指導、④携帯型超音波装置による

下肢静脈エコー検査、⑤採血および全血対応

POCT 機器による D-dimer 測定、⑥結果説明・血

栓症予防啓発・医療介入の 6 つのステップで構成

した（図 1）。臨床検査技師は、問診ブースや検査

ブースの設置、検査動線の設計、POCT 機器のセッ

トアップおよび精度管理、問診、採血、D-dimer

測定、下肢静脈エコー検査、医師への結果報告を

担当した。

3．検診結果の概略

　本検診では、174 名の避難者に問診を行い、そ

のうち 124 名に下肢静脈エコー検査、140 名に

D-dimer 検査を実施した。活動期間全体における

DVT 陽性率は 12% であり、特に初回活動日であ

る 1 月 28 日は DVT 陽性者が 17% と最も高値で

あった。これらの結果は、発災後早期における

DVT 検診の重要性を改めて示唆するものである。

新鮮血栓が認められた避難者には紹介状を作成

し、速やかに医療機関受診へとつなげた。抗凝固

療法が開始され、その後の経過を追うことができ

た症例では、血栓の縮小と D-dimer 値の低下が確

認された。幸い、重症肺塞栓症による死亡例は認

められず、発災後早期の DVT 検診と適切な医療

介入が、避難所生活における血栓症リスクの抑制

に一定の役割を果たしたものと考えられる。

4．大学院生の学び

　本活動には、臨床検査技師免許を有する大学院

生も参加した。病院検査室とは異なり、限られた

スペースと電源しかない避難所環境において、検

査ブースのレイアウト設計、下肢静脈エコー検査

を実施するためのスペースや目隠しの確保、

POCT 機器の運用、問診、弾性ストッキングの

装用指導等を実地で経験した。また、避難生活を

送る被災者に寄り添いながら問診や検査の説明を

行い、簡易な検査ブースという制約の中でプライ

バシーにも配慮した検査の進め方を体験できたこ

とも、大きな学びとなったものと考える。教室内

で学ぶ内容とは異なり、「検査値がその場で診療

方針を左右する現場」を体験すると同時に、臨床

検査技師に求められる他職種とのコミュニケー

ション能力や態度を含めた専門性を理解する上

図 1　令和 6 年能登半島地震における DVT 検診の調査方法
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で、貴重な機会となったと思われる。

II．避難所環境評価と DVT リスクの検討

1． 金沢大学版避難所環境アセスメントシートの

作成および避難所スコアリングの実施

　DVT リスクの背景にある避難所環境を評価する

ため、厚生労働省「施設・避難所等ラピッドアセス

メントシート」3）および米国 Centers for Disease 

Control and Prevention（CDC）「ENVIRONMENTAL 

HEALTH ASSESSMENT FORM FOR DISASTER 

SHELTERS」4）の指針を参考に、「金沢大学版避難

所環境アセスメントシート」を作成した。主な評

価項目は、指定避難所か自主避難所といった区分、

上下水道・電気・ガス等のライフライン、トイレ

等衛生環境、運動機会の有無、食事・飲料、睡眠

環境等である。これらの各項目をスコア化し、

避難所ごとの総合スコアを算出できるように設

計した。2024 年 10 月に志賀町保健福祉センター

の保健師から当時の避難所情報を聴取し、作成

したシートに基づき巡回日ごとの避難所スコア

を算出した。

2．避難所スコアと DVT 陽性率

　11 避難所すべてにおいて、1 月から 3 月にかけ

て避難所スコアは改善傾向を示し、その多くは上

下水道の復旧等インフラ整備の進行によるものと

考えられた。複数回訪問した避難所で比較すると、

避難所スコアの上昇に伴い、DVT 陽性率は低下

傾向を示した。一方、3 月末には避難所スコアは

高く維持されているにも拘らず、DVT 陽性率が

再び増加しており、避難生活の長期化に伴い、避

難所スコアには反映されていない要因が DVT リ

スクに影響している可能性が示唆された。そこで、

DVT リスクと関連する避難所環境因子を多変量

解析により検討したところ、「指定避難所」「温か

い食事」「集合型食事提供」が DVT 陽性率と有意

に関連する主要因子であることが示された。これ

らの要素に重み付けして構築した「DVT 予防スコ

ア」は DVT 陽性率と有意に関連しており、避難所

開設後の中・長期的な DVT 管理指標として有用

である可能性が示唆された。

III．金沢大学「防災・復興人材特別プログラム」

の概要と DVT 検診の教育への活用

　令和 6 年能登半島地震の経験を踏まえ、金沢大

学では令和 7 年度より「防災・復興人材特別プロ

グラム」を新設した（図 2）。本プログラムは、学

士課程ならびに修士・博士前期課程を対象とする

防災・復興人材育成の教育枠組みである。災害・

防災・復興に関する基礎的理解を基盤として、地

域課題を踏まえた実践的学修や学際的連携を推進

図 2　金沢大学「防災・復興人材特別プログラム」の概要（文献 5 より引用）
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し、健康二次被害を含む災害関連課題に対応でき

る人材の育成を目的としている 5）。

　本プログラムにおける教育的活用にあたって

は、能登半島地震後に実施した DVT 検診および

避難所環境評価の経験を、医薬保健学域および

医薬保健学総合研究科の学生を対象とした多職

種・多分野連携教育に接続可能な実践教材として

再構成する。

　まず、DVT 検診の報告を基に、災害時におけ

る臨床検査の位置づけと臨床判断の流れ（リスク

評価から介入までの一連の手順）を学ぶケースス

タディを構築する。限られたスペース・電源・人

員の中で、問診、POCT 機器による D-dimer 測定、

携帯型超音波装置による下肢静脈エコーを組み合

わせ、所見を整理して医療介入につなげる一連の

流れは、災害医療における「迅速なリスク評価と

連携による対応」を理解する教材となる。検査技

術科学専攻の学生にとっては、検査動線の設計、

検査前説明、検査実施、医師への結果報告といっ

た、現場運用に直結する学修目標を設定できる。

　次に、避難所環境評価は、個人の検査値を超え

て「集団の健康リスク」を俯瞰する視点を養う教育

資源となる。金沢大学版避難所環境アセスメント

シートを用いた演習を通じて、インフラや衛生、

食事・飲料、睡眠環境、活動性といった要素を構

造化して捉え、改善の優先順位を提案するプロセ

スを学修する。これにより、災害時の臨床検査技

師が検査結果と生活環境を結びつけながら多職

種・自治体と協働し得ることを、学生が具体的に

理解する助けとなる。

　さらに、弾性ストッキングの装用指導は、検査

と予防を接続する教育内容として位置づける。装

用の適応判断、サイズ選定、指導時の留意点（皮

膚状態や疼痛、本人の負担感への配慮）を含め、

被災者に寄り添うコミュニケーションと自己管理

支援を学ぶ教材として活用する。特に、問診結果

や身体所見に基づいて装用指導の必要性を判断

し、自己管理支援につなげる経験は、災害時の

健康二次被害予防における専門職の役割理解を

深める上で有用である。

　以上を踏まえ、本プログラムでは、DVT 検診・

避難所環境評価・弾性ストッキング装用指導を

相互に関連づけ、学生が「現場課題の把握」「検査

によるリスク評価」「予防介入の提案」「多職種連

携による実装」という一連の流れを体系的に学べ

るよう設計する予定である。

お わ り に

　能登半島地震を契機とした DVT 検診および

避難所環境評価の実践は、被災者の健康支援にと

どまらず、臨床検査技師教育と防災・復興人材育

成を結びつける試みとなった。発災後早期の

DVT 検診と適切な医療介入、そして避難所環境

の整備は、災害関連死を含む健康二次被害の予防

に重要である。また、その実践の過程で、臨床検

査技師は「現場における科学的評価と多職種連携

の要」として重要な役割を果たし得ることが改め

て示された。今後は、防災・復興人材特別プログ

ラムを通じて得られた教育成果の検証や、他大学・

他地域との連携を進めることで、災害時の臨床

検査部門の新たな役割モデルの構築につなげて

いきたい。

　末筆ながら、令和 6 年能登半島地震により亡く

なられた方々に謹んで哀悼の意を表するとともに、

被災された皆様に心よりお見舞い申し上げます。
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